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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人

日本電機工業会（JEMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業

規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業

規格である。これによって，JIS C 4411-1:2015 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格          JIS 
 C 4411-1：2023 
 

無停電電源装置（UPS）－第 1 部：安全要求事項 

Uninterruptible power systems (UPS)- 

Part 1: General and safety requirements for UPS 

 
序文 

この規格は，2017 年に第 2 版として発行された IEC 62040-1，2021 年に発行された Amendment 1 及び

2022 年に発行された Amendment 2 を基とし，電力系統の相違などによる技術的内容を変更して作成した

日本産業規格である。ただし，追補（amendment）については，編集し，一体とした。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。技術的差

異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，一般人が近付くことが制限されていない区域，又は立入制限区域に設置する，定周波数の

交流出力電圧を供給し，交流入出力で電圧が 1 000 V 以下，かつ，エネルギー蓄積装置との接続部の電圧

が直流 1 500 V 以下の，低圧配電系用の無停電電源装置（UPS）について規定する。また，この規格は，

UPS 製造業者が指定する方法で設置，運転及び保守するという前提で用いる，プラグ接続形 UPS 及び恒久

接続形 UPS（単一の UPS ユニットの場合も，複数の UPS ユニットを相互に接続したシステムの場合もあ

る。）について規定する。 

注記 1 代表的な UPS の構成は，UPS の試験及び性能に関する JIS C 4411-3:2014 で記載している。 

注記 2 UPS は，通常，直流リンクを介してエネルギー蓄積装置に接続している。この規格では，エネ

ルギー蓄積装置の例として化学的蓄電池を用いている。なお，“蓄電池”と表記している場合で

も，蓄電池以外の“エネルギー蓄積装置”を意味していることがある。 

この規格では，UPS と接触する一般人，及び明記している場合には，熟練者に対する安全を確保するた

めの要求事項を規定する。この規格の目的は，使用時及び動作時，並びに明記している場合は，保守点検

時における火災，感電，熱，電気エネルギー及び機械的な危険を低減することである。 

この規格は，半導体電力変換システム及び装置に関するグループ安全規格である JIS C 62477-1:2017 の

該当する部分と調和を図り，UPS に関する追加要求事項を規定している。JIS C 62477-1:2017 の“PECS”

は，“UPS”に読み替えて適用する。 

この規格は，次を対象としない。 

・ 直流出力をもつ UPS 

・ 移動体（航空機，船舶，自動車など）で動作するシステム 

・ 特定の製品規格によって規定される外部の交流入力及び出力配電盤又は直流盤 


